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令和 8 年 11 月 12 日 
各  位 
 

会 社 名 シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社 

（管理会社コード 16714） 

代表者名 代表取締役社長  水嶋  浩雅 

問合せ先 ビジネスサポート本部 枻川 涼 

（TEL:03－6843－1413） 

 
 

ＥＴＦの約款変更に関するお知らせ 
 

当社は、本日、下記のＥＴＦについて、投資信託約款の変更を行うことを決定いたしま

したので、お知らせいたします。 
 

記 

 
   ○ＥＴＦ名称 

1568_ＴＯＰＩＸブル２倍上場投信 

1569_ＴＯＰＩＸベア上場投信 

1579_日経平均ブル２倍上場投信 

1580_日経平均ベア上場投信 

1356_ＴＯＰＩＸベア２倍上場投信 

1360_日経平均ベア２倍上場投信 

1469_ＪＰＸ日経４００ベア２倍上場投信（ダブルインバース） 

 
   ○変更内容およびその理由 

変更の内容 
各規定の内容の明確化や用語・記載の整理を図るため所要の変更を行います。 

 
理由 
関係法令・諸規則への適合性を高めるために規定内容をより明確化するととも

に、現行の運用との整合性を図るため用語・記載の見直しを行います。 
 

   ○投資信託約款の変更と書面決議の手続きについて 
    重大な投資信託約款の変更に該当しないため、書面による決議は行いません。 
 

○変更の日程について 
 届出日 ：令和 8年 11月 19日 
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 実施日 ：令和 8年 11月 20日 

 
以上 
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別紙 

ＴＯＰＩＸブル２倍上場投信 

 

投資信託約款の変更案 
 

下線部＿＿＿は変更部分を示します。 
（新） （旧） 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 
③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 
1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 
2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 
3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 
4.前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記録

された口数については、換価処分の上、前号に基づく

合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益者

に当該持分に応じて分配します。 
5.委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 
1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 
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信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

 

1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 
1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

5 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 6 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを

いいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

4 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 5 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 
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② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 
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ＴＯＰＩＸベア上場投信 

 

投資信託約款の変更案 
 

下線部＿＿＿は変更部分を示します。 
（新） （旧） 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 

③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 

2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 

3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 

4. 前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の上、前号に基づ

く合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益

者に当該持分に応じて分配します。 

5. 委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを
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1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

5 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 6 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

いいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

4 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 5 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い
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につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 
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日経平均ブル２倍上場投信 

 

投資信託約款の変更案 
 

下線部＿＿＿は変更部分を示します。 
（新） （旧） 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 

③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 

2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 

3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 

4. 前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の上、前号に基づ

く合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益

者に当該持分に応じて分配します。 

5. 委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを
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1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

5 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 6 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

いいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

4 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 5 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い



  

 11 

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 
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日経平均ベア上場投信 

 

投資信託約款の変更案 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 

③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 

2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 

3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 

4. 前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の上、前号に基づ

く合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益

者に当該持分に応じて分配します。 

5.委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを

いいます。以下同じ。） 
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1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

5 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 6 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

4 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 5 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 
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③～④ ＜略＞ ③～④ ＜略＞ 
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ＴＯＰＩＸベア２倍上場投信 

 

投資信託約款の変更案 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 

③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 

2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 

3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 

4. 前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の上、前号に基づ

く合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益

者に当該持分に応じて分配します。 

5.委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを

いいます。以下同じ。） 
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1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 
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日経平均ベア２倍上場投信 

 

投資信託約款の変更案 
 

下線部＿＿＿は変更部分を示します。 
（新） （旧） 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 

③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 

2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 

3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 

4. 前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の上、前号に基づ

く合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益

者に当該持分に応じて分配します。 

5.委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを
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1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

5 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 6 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

いいます。以下同じ。） 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金については第 37 条第

4 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請

求しないとき、ならびに信託終了による償還金につい

ては第 37 条第 5 項に規定する支払開始日から 10 年間

その支払いを請求しないときは、その権利を失い、受

託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い
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につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 
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ＪＰＸ日経４００ベア２倍上場投信（ダブルインバース） 

 

投資信託約款の変更案 
下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

（新） （旧） 
（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

＜削除＞ 

 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に併合または再分割できるものとします。 

③ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）の口座ごと

の口数とします。ただし、質権が設定されている場合

には質権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれて

いる場合には特別受益者ごとの口数とします。 

2. 前号に基づく乗算によって 1口に満たない端数が生

じる場合、その端数部分を受益者ごとに合算し、これ

により生じた整数部分については当該受益者の口座に

記録します。 

3.前号に基づく合算により生じた端数部分は、他の受

益者について同様の合算を行って生じた端数部分と合

算し、これにより生じた整数部分については委託者が

振替機関に届け出た口座に記録し、端数部分について

は切り捨てます。 

4. 前号により委託者が振替機関に届け出た口座に記

録された口数については、換価処分の上、前号に基づ

く合算の対象となった端数部分の持分を所有する受益

者に当該持分に応じて分配します。 

5. 委託者は、受益者からの取得申込の受付および一部

解約の請求について制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資

信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ。）とします。 

 

（受益権の併合、分割および再分割） 

第 7 条 ＜略＞ 

② 追加信託金は、当該金額と元本に相当する金額と

の差額を追加信託差金として処理します。 

③ 委託者は、受託者と協議のうえ、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「社振法」といいます。以下

同じ。）に定めるところにしたがい、一定日現在の受益

権を均等に再分割および併合できるものとします。 

④ 前項の規定により委託者は、受益権の併合または

再分割を行なう場合には、振替機関の定めにしたがい、

次の各号の通り行ないます。 

1.受益権の併合または再分割にかかる減少比率または

増加比率の乗算対象は、受益者（加入者）ごとの口数

とします。ただし、質権が設定されている場合には質

権設定者ごと、特別受益者の申出が行なわれている場

合には特別受益者ごとの口数とします。 

2.端数部分を受益者ごとに合算し、整数部分を当該受

益者の口座に記録し、端数部分については他の受益者

から生じる端数部分と合算します。 

 

3.前号の合算による整数部分を委託者が振替機関に届

け出た口座に記録し、端数部分については切り捨てま

す。 

 

 

4.振替機関に届け出た口座に記録された口数について

は、換価処分の上、当該端数部分の持分を所有する受

益者に分配します。 

 

5.受益者からの取得申込および一部解約の請求につい

て制限を行なう場合があります。 

 

（追加信託の価額および口数、基準価額の計算方法） 

第 8 条 ＜略＞ 

＜新設＞ 

 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に

属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を

法令および一般社団法人資産運用業協会規則にしたが

って時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）

を計算日における受益権口数で除した金額をいいま

す。 

 

（投資の対象とする資産の種類） 

第 16 条 この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1.次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及

び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定めるものを

いいます。以下同じ。） 
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1．有価証券 

2．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第 2

条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定めるも

のに限ります。） 

3．金銭債権 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

＜削除＞ 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

＜削除＞ 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、同項の受益者は、受託者から送付される

領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者から振

り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式など

により償還金を受領できます。なお、同項の受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して委託者

がこの信託の償還をするのと引き換えに、当該償還に

係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものと

し、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われま

す。 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に未払残高があるときまたは償還金

について支払開始日から 10 年経過した後に未払残高

があるときは、当該金額を委託者に交付するものとし

ます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

または償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

イ．有価証券 

ロ．デリバティブ取引に係る権利（金融商品取引法第

2 条第 20 項に規定するものをいい、第 23 条に定める

ものに限ります。） 

ハ．金銭債権 

ニ．約束手形 

2.次に掲げる特定資産以外の資産 

イ.為替手形 

 

（運用の指図範囲等） 

第 17 条 ＜略＞ 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほ

か、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第 2 条第 2

項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げ

る権利を含みます。）により運用することを指図するこ

とができます。 

1.預金 

2.指定金銭信託（金融商品取引法第 2 条第１項第 14

号に規定する受益証券発行信託を除きます。） 

3.コール・ローン 

4.手形割引市場において売買される手形 

③～④ ＜略＞ 

 

（収益分配金および償還金の支払い） 

第 37 条 ＜略＞ 

②～⑤ ＜略＞ 

⑥ 第 2 項に規定する償還金の支払いは、原則として、

信託終了後 40 日以内の委託者の指定する日から行な

うものとし、信託終了時受益者は、受託者から送付さ

れる領収書をゆうちょ銀行に持ち込む方式や受託者か

ら振り込まれる預金口座等をあらかじめ指定する方式

などにより償還金を受領できます。 

 

 

 

 

 

 

 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への

交付と支払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金について支払開始日か

ら 5 年経過した後に、未払残高があるときおよび償還

金について支払開始日から 10年経過した後に、未払残

高があるときは、当該金額を委託者に交付するものと

します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金

および償還金を交付した後は、受益者に対する支払い

につき、その責に任じません。 

③～④ ＜略＞ 

 


